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分野別推進戦略実施に当たっての課題と留意点 

― 第３期の中間総括に向けた検討 ― 

 

１．検討に当たっての基本的考え方 

『明確な政策目標に立脚した研究開発施策遂行の必要性』 

・ 情報通信分野は、非常に幅広い領域を含んでいること、また、その一方で、環境、エ

ネルギー、ライフサイエンスや社会基盤といった技術分野のように、政策目標と研究

開発目標が必ずしも直結していない基盤的な性質がある。 

・ このため、情報通信分野の政府の研究開発施策は、第３期科学技術基本計画「分野

別推進戦略」でまとめられた個々の「重要な研究開発課題」との関連付けにより体系

化されているものの、政策課題との関連性がわかりにくい状況になっているものが多

い。 

・ しかしながら、政府の推進する施策として総括するためには、本来、最も重要な判断

基準となるべき政策課題との関連性（必須性、緊急性等）から吟味することが不可欠

である。 

・ 特に昨今の、環境･エネルギー問題、少子高齢化問題、国際競争力低下といった大き

な国家的問題の山積する状況にあって、幅広い政策目標を網羅的に対応するので

はなく、政府が特に一丸となって取り組むべき重大な問題の解決という総合的な視点

に立って、研究開発施策等を有効に組み合わせ、または、一層の重点化を図っていく

といった戦略的推進の必要性が高まっている。 

・ 第３期科学技術基本計画「分野別推進戦略」の情報通信分野では、推進方策におい

て、「定期的な戦略・施策の見直し」として、「２～３年毎の定期的な見直しを実施し、

世界的な情勢との整合を図る」としているところ、情報通信ＰＴでは、上記のような状

況認識に立って、社会・産業等の政策目標の達成、効果発揚のといった政策課題実

現の視点で、改めて研究開発施策の重要性、必須性、緊急性等を吟味するとともに、

国際動向や政策目標実現に向けた逆線表から導出された明確なベンチマーク等に

照らして関連施策が取り組まれるよう、情報通信分野推進戦略の実施に当たっての

課題と留意点をとりまとめることとした。 

 

２．検討方法 

･ 情報通信分野を構成する技術範囲は幅広く、基礎・基盤性、応用性、システム性、他

技術との関係性、蓄積性（研究連続性）、さらには研究開発環境・体制などその基本

的性格が大きく異なることから、情報通信全体で検討を行っても、総論的になって具
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体的な事項はまとめられない。このため、検討に当たっては、「分野別推進戦略」にま

とめられた領域毎に検討することとした。 

・ 研究開発により政策的にどのような成果を達成しようとしているのか、という視点で、

その政策実現目標を「貢献軸」と定義し、分野別推進戦略に示された「社会、「産業」、

「科学」、「安全・安心」の大きな貢献軸区分の下で、情報通信分野別推進戦略に掲げ

られた４２の「重要な研究開発課題」（４ページ図参照）ごとに、政策上の「課題認識」

及びこれに関連する国際動向、政策として実現させようとする具体的貢献（目指す具

体像」）、並びにその実現に当たってクリティカルな障害のポイント（「障壁」）について

検討を行った。 

・ 上記により整理された政策上の「課題認識」及びこれに関連する国際動向と 「目指

す具体像（達成目標年）」や「障壁」克服の困難性に照らして、今後の施策遂行に当た

って配意していくことが必要な点について、「課題及び留意点」として取りまとめた（関

係図参照）。 

 

３．検討体制 

・ 上記（２）の検討を行うために、情報通信ＰＴの領域担当委員（領域主査）を中心とした

領域毎の検討会（以下「領域検討会」）を開催して詳細な検討を進めた。 

・ 領域検討会のメンバーについては、当該領域担当委員が奥村座長と相談の上、その

都度招聘した。 

 

４．検討結果の活用 

・ 本とりまとめ結果は、第３期計画の中間年に当たって、これまで（前期）の総括とする

とともに、施策推進を担う関係府省での来年度以降の取組みに反映していただくため

の政策提言として活用する。 

・ 具体的には、関係府省において、来年度以降の施策展開に向け、本とりまとめで出

された課題認識、留意点等に対して、可能な限りこれに配意した対応を進めていただ

くべく、予算要求に向けた優先度判定等において、この結果に基づいて執られた具体

的対応等について説明を求め、その結果を判定結果に反映させる等の対応を行って

いくこととする。 
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盤
・
生

活
を

実
現

す
る

必
要

が
あ

る
。

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

デ
バ

イ
ス

8
1
2

社
会

-
3

電
波

利
用

の
高

度
化

に
よ

る
世

界
最

先
端

の
ワ

イ
ヤ

レ
ス

ブ
ロ

ー
ド

バ
ン

ド
サ

ー
ビ

ス
・
我

が
国

の
電

波
利

用
は

、
携

帯
電

話
な

ど
を

中
心

に
量

・
質

と
も

に
拡

大
す

る
一

方
、

電
波

は
深

刻
な

ひ
っ

迫
状

況
に

あ
り

、
将

来
の

広
帯

域
移

動
通

信
シ

ス
テ

ム
に

対
応

す
る

必
要

が
あ

る
。

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

9

社
会

-
4

「
い

つ
で

も
・
ど

こ
で

も
」
利

用
可

能
な

ユ
ビ

キ
タ

ス
ア

ク
セ

ス
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
社

会
の

実
現

・
通

常
時

の
み

な
ら

ず
、

ＩＴ
Ｓ

利
用

時
、

災
害

時
や

山
間

部
・
海

上
等

、
「
い

つ
で

も
・
ど

こ
で

も
」
ブ

ロ
ー

ド
バ

ン
ド

を
利

用
可

能
な

社
会

を
構

築
す

る
必

要
が

あ
る

。

社
会

-
5

多
様

な
端

末
に

よ
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
活

用
・
ユ

ビ
キ

タ
ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

社
会

で
は

、
情

報
家

電
な

ど
端

末
毎

に
処

理
能

力
が

大
き

く
異

り
、

多
種

多
様

な
大

量
の

情
報

が
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

流
れ

る
た

め
、

多
様

性
へ

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
側

の
効

率
的

な
対

応
が

必
要

ユ
ビ

キ
タ

ス
1
1

社
会

-
6

五
感

情
報

や
バ

ー
チ

ャ
ル

リ
ア

リ
テ

ィ
を

駆
使

し
た

情
報

の
質

の
向

上
お

よ
び

メ
デ

ィ
ア

科
学

・
芸

術
・
文

化
等

の
創

造

・
五

感
情

報
処

理
や

バ
ー

チ
ャ

ル
リ

ア
リ

テ
ィ

を
駆

使
し

て
情

報
の

質
の

向
上

す
る

こ
と

に
よ

り
、

奥
行

き
感

や
立

体
感

が
体

感
で

き
る

等
新

し
い

メ
デ

ィ
ア

を
創

造
し

た
り

、
文

化
財

や
芸

術
作

品
、

学
術

資
料

等
の

文
化

資
源

を
誰

も
が

観
賞

で
き

る
環

境
等

を
実

現
す

る
環

境
を

整
え

る
要

求
が

高
ま

っ
て

い
る

。
Ｈ

Ｉコ
ン

テ
ン

ツ
1
9

社
会

-
7

少
子

高
齢

化
に

伴
う

生
産

年
齢

人
口

減
少

へ
の

対
応

・
人

口
減

少
・
高

齢
化

が
進

展
す

る
こ

と
で

生
産

年
齢

人
口

が
減

少
す

る
た

め
新

し
い

雇
用

の
確

保
や

生
産

性
の

向
上

が
望

ま
れ

る
。

社
会

-
8

高
齢

化
社

会
に

対
応

し
た

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
・
世

界
に

類
を

見
な

い
速

度
で

進
行

す
る

少
子

高
齢

化
に

対
応

す
る

た
め

、
福

祉
・
介

護
等

の
サ

ー
ビ

ス
に

お
い

て
介

護
者

の
負

担
軽

減
が

喫
緊

の
課

題
で

あ
る

。
ロ

ボ
ッ

ト
2
2

社
会

-
9

情
報

通
信

技
術

を
用

い
た

交
通

環
境

の
改

善
・
自

動
車

交
通

の
増

加
に

と
も

な
い

、
移

動
の

利
便

性
が

飛
躍

的
に

向
上

す
る

一
方

、
交

通
事

故
の

多
発

、
交

通
渋

滞
や

排
気

ガ
ス

、
騒

音
な

ど
に

よ
る

環
境

悪
化

な
ど

の
負

の
遺

産
を

生
み

出
す

結
果

と
な

っ
て

お
り

対
応

策
が

緊
喫

の
課

題
で

あ
る

。

社
会

-
1
0

大
規

模
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

よ
る

環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

問
題

等
へ

の
貢

献

・
地

球
温

暖
化

な
ど

の
深

刻
な

環
境

問
題

に
お

け
る

気
候

変
動

影
響

評
価

と
そ

れ
に

対
す

る
適

応
策

の
科

学
的

な
検

討
を

進
め

る
た

め
の

正
確

な
気

候
変

動
予

測
が

可
能

と
な

る
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

基
盤

技
術

や
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
問

題
に

お
け

る
バ

イ
オ

マ
ス

の
低

コ
ス

ト
燃

料
変

換
・
ガ

ス
の

燃
料

電
池

等
へ

の
活

用
な

ど
の

技
術

開
発

に
お

け
る

基
盤

技
術

と
し

て
、

世
界

最
高

性
能

水
準

の
ス

ー
パ

ー
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
の

重
要

性
が

高
ま

っ
て

い
る

。
研

究
開

発
基

盤
2
6

社
会

-
1
1

医
療

の
高

度
化

・
技

術
的

に
高

度
な

手
術

に
な

る
ほ

ど
個

々
の

外
科

医
の

経
験

や
技

術
に

頼
ら

ざ
る

を
得

ず
、

技
術

の
標

準
化

は
進

み
に

く
い

た
め

、
手

術
の

安
全

性
と

効
果

の
両

立
を

図
る

の
は

困
難

と
な

る
。

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ユ
ビ

キ
タ

ス

デ
バ

イ
ス

Ｈ
Ｉ＆

コ
ン

テ
ン

ツ

ロ
ボ

ッ
ト

研
究

開
発

基
盤

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ユ
ビ

キ
タ

ス

5



貢
献

軸
：
産

業

番
号

貢
献

内
容

課
題

認
識

（
共

通
）

主
に

関
係

す
る

領
域

ペ
ー

ジ

産
業

-
1

情
報

流
通

の
円

滑
化

・
情

報
化

は
、

情
報

通
信

産
業

の
み

な
ら

ず
、

全
て

の
社

会
・
産

業
の

発
展

に
不

可
欠

で
あ

り
、

世
界

各
国

で
そ

の
円

滑
な

進
展

の
た

め
の

戦
略

的
取

組
み

が
進

め
ら

れ
て

い
る

。
・
し

か
し

な
が

ら
、

情
報

化
の

進
展

に
伴

い
、

利
用

分
野

や
コ

ン
テ

ン
ツ

の
高

度
化

・
多

様
化

し
、

情
報

流
通

量
も

爆
発

的
に

増
大

し
て

い
る

が
、

こ
れ

ら
に

対
し

て
は

従
来

技
術

の
延

長
線

に
よ

る
シ

ス
テ

ム
整

備
だ

け
で

は
到

底
対

応
不

可
能

で
あ

り
、

今
後

我
が

国
が

情
報

通
信

最
先

端
国

家
で

あ
り

続
け

る
た

め
に

は
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

イ
ン

フ
ラ

か
ら

情
報

利
活

用
に

至
る

ま
で

幅
広

い
技

術
分

野
に

お
い

て
技

術
ブ

レ
ー

ク
ス

ル
ー

の
実

現
が

喫
緊

の
課

題
と

な
っ

て
い

る
。

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

Ｈ
Ｉコ

ン
テ

ン
ツ

9
2
0

産
業

-
2

情
報

新
産

業
の

創
出

・
情

報
化

の
進

展
に

よ
る

情
報

資
源

の
多

様
化

と
爆

発
的

拡
大

に
対

し
、

そ
の

急
速

さ
に

よ
り

、
そ

れ
ら

情
報

資
源

を
有

効
に

活
用

で
き

て
い

な
い

。
・
一

般
の

国
民

に
と

っ
て

、
拡

大
す

る
情

報
資

源
を

活
用

し
や

す
く
す

る
技

術
が

な
け

れ
ば

、
生

活
向

上
や

産
業

発
展

と
い

っ
た

情
報

化
の

真
の

目
的

は
達

成
で

き
な

い
。

Ｈ
Ｉコ

ン
テ

ン
ツ

研
究

開
発

基
盤

2
0

2
6

産
業

-
3

物
流

効
率

化

・
市

場
拡

大
、

グ
ロ

ー
バ

ル
化

に
対

し
、

産
業

競
争

力
の

強
化

す
る

た
め

に
は

、
製

品
開

発
・
製

造
力

以
上

に
物

流
の

効
率

化
が

重
要

に
な

っ
て

き
て

い
る

。
・
こ

の
た

め
、

そ
の

切
り

札
と

し
て

期
待

さ
れ

る
情

報
化

に
向

け
た

取
組

み
が

世
界

的
に

進
め

ら
れ

て
い

る
と

こ
ろ

。
・
こ

の
よ

う
な

状
況

に
あ

っ
て

、
中

国
、

東
南

ア
ジ

ア
等

新
興

産
業

国
の

製
造

販
売

事
業

が
急

速
に

台
頭

す
る

中
で

、
我

が
国

が
引

き
続

き
産

業
競

争
力

を
確

保
し

て
い

く
た

め
に

は
、

革
新

的
・
先

進
的

技
術

の
導

入
に

よ
り

、
物

流
効

率
化

を
一

層
強

化
し

て
い

く
こ

と
が

欠
か

せ
な

い
。

ユ
ビ

キ
タ

ス
1
0

産
業

-
4

国
際

標
準

化
の

リ
ー

ド

・
情

報
通

信
産

業
は

、
我

が
国

を
牽

引
す

る
産

業
分

野
で

あ
る

も
の

の
、

世
界

市
場

シ
ェ

ア
で

み
れ

ば
、

日
本

企
業

が
劣

勢
に

立
っ

て
き

て
い

る
。

・
そ

の
原

因
の

一
つ

が
、

日
本

初
技

術
が

国
際

標
準

と
し

て
受

入
れ

ら
れ

き
て

き
て

い
な

い
こ

と
が

原
因

に
な

っ
て

い
る

こ
と

が
多

く
、

今
後

、
我

が
国

の
情

報
通

信
産

業
の

国
際

競
争

力
を

確
保

す
る

た
め

に
は

、
技

術
そ

の
も

の
高

度
化

以
上

に
国

際
標

準
化

を
成

果
目

標
と

し
た

戦
略

的
な

研
究

開
発

に
よ

る
技

術
実

現
が

喫
緊

の
課

題
と

な
っ

て
い

る
。

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

9

産
業

-
5

国
際

市
場

拡
大

・
新

市
場

創
出

・
情

報
通

信
関

連
の

製
造

産
業

は
、

こ
れ

ま
で

我
が

国
の

強
み

を
生

か
し

て
き

た
分

野
で

あ
る

が
、

欧
米

諸
国

と
の

厳
し

い
競

争
に

加
え

、
韓

国
、

台
湾

、
中

国
、

東
南

ア
ジ

ア
等

の
台

頭
に

よ
り

、
そ

の
優

位
性

は
薄

れ
つ

つ
あ

る
。

・
し

か
し

な
が

ら
、

こ
れ

ら
の

分
野

は
、

引
き

続
き

我
が

国
経

済
産

業
の

重
要

な
柱

で
あ

り
、

特
に

コ
ス

ト
面

で
熾

烈
を

極
め

る
国

際
競

争
下

に
お

い
て

、
我

が
国

の
優

位
性

を
維

持
し

、
市

場
シ

ェ
ア

を
確

保
し

て
い

く
た

め
に

は
、

高
機

能
、

高
性

能
、

高
付

加
価

値
な

製
品

に
つ

な
が

る
開

発
が

重
要

不
可

欠
で

あ
り

、
そ

の
た

め
に

は
、

個
々

の
企

業
レ

ベ
ル

で
は

対
応

で
き

な
い

よ
う

な
技

術
ブ

レ
ー

ク
ス

ル
ー

に
挑

ん
で

い
く
こ

と
が

急
務

と
な

っ
て

い
る

。

デ
バ

イ
ス

研
究

開
発

基
盤

1
2

2
5

産
業

-
6

環
境

貢
献

に
よ

る
産

業
競

争
力

向
上

・
地

球
温

暖
化

対
策

が
最

重
要

課
題

と
し

て
世

界
中

で
協

力
し

て
取

り
組

ま
れ

て
き

て
い

る
中

、
特

に
情

報
通

信
先

進
国

と
し

て
世

界
を

リ
ー

ド
し

き
て

い
る

我
が

国
と

し
て

は
、

情
報

通
信

分
野

そ
の

も
の

の
低

消
費

電
力

化
等

の
技

術
の

開
発

に
貢

献
し

て
い

く
こ

と
が

求
め

ら
れ

て
お

り
、

そ
の

成
否

が
、

我
が

国
の

情
報

通
信

産
業

の
継

続
的

発
展

の
可

否
を

左
右

す
る

状
況

に
な

っ
て

い
る

。

デ
バ

イ
ス

研
究

開
発

基
盤

1
3

2
5

産
業

-
7

品
質

・
機

能
向

上
に

よ
る

産
業

競
争

力
向

上

・
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
分

野
で

我
が

国
が

数
少

な
い

国
際

競
争

力
を

維
持

し
、

こ
れ

に
よ

り
我

が
国

の
幅

広
い

機
器

産
業

の
発

展
を

牽
引

し
て

き
た

組
込

み
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

開
発

に
つ

い
て

も
、

技
術

の
急

速
な

進
展

と
新

興
産

業
国

の
進

出
に

押
さ

れ
つ

つ
あ

る
。

・
生

活
・
産

業
の

基
盤

の
品

質
・
性

能
の

向
上

に
は

、
ハ

ー
ド

ウ
ェ

ア
の

み
な

ら
ず

組
込

み
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

開
発

の
効

率
化

が
不

可
欠

で
あ

り
、

引
き

続
き

我
が

国
が

、
こ

の
分

野
に

お
け

る
国

際
競

争
力

を
維

持
し

て
い

き
た

め
に

は
、

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

開
発

の
効

率
化

、
及

び
そ

の
た

め
の

人
材

育
成

・
環

境
整

備
が

喫
緊

の
課

題
と

な
っ

て
い

る
。

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
4

産
業

-
8

産
業

人
材

育
成

・
産

業
界

で
活

躍
で

き
る

情
報

通
信

人
材

不
足

が
、

我
が

国
社

会
産

業
構

造
の

変
革

を
遅

ら
す

な
ど

大
き

な
社

会
問

題
に

な
っ

て
い

る
だ

け
で

な
く
、

我
が

国
を

牽
引

し
て

き
た

情
報

通
信

産
業

の
発

展
、

国
際

競
争

力
維

持
確

保
の

観
点

で
、

最
大

の
懸

念
材

料
と

な
っ

て
き

て
い

る
。

　
情

報
通

信
利

用
は

全
て

の
産

業
分

野
に

関
係

す
る

も
の

の
、

今
後

特
に

今
後

の
人

材
を

必
要

と
す

る
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
関

係
、

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

関
係

の
人

材
が

払
底

し
て

き
て

お
り

、
こ

れ
ら

の
領

域
に

お
い

て
即

戦
力

と
な

る
人

材
を

輩
出

が
、

日
本

の
産

業
界

か
ら

も
強

く
求

め
ら

れ
て

い
る

。

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
4

産
業

-
9

産
業

労
働

力
の

確
保

・
少

子
高

齢
化

、
人

口
減

少
に

対
応

し
て

、
労

働
力

を
確

保
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

・
具

体
的

に
は

、
ロ

ボ
ッ

ト
技

術
等

を
用

い
て

、
人

手
の

足
り

な
い

職
場

の
自

動
化

、
高

齢
者

が
働

き
や

す
い

職
場

環
境

の
整

備
等

を
図

り
、

我
が

国
産

業
の

国
際

競
争

力
を

強
化

す
る

。
ロ

ボ
ッ

ト
2
3

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

研
究

開
発

基
盤

ユ
ビ

キ
タ

ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

デ
バ

イ
ス

研
究

開
発

基
盤

デ
バ

イ
ス

研
究

開
発

基
盤

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

ロ
ボ

ッ
ト

Ｈ
Ｉ＆

コ
ン

テ
ン

ツ

Ｈ
Ｉ＆

コ
ン

テ
ン

ツ
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貢
献

軸
：
科

学

番
号

貢
献

内
容

課
題

認
識

（
共

通
）

主
に

関
係

す
る

領
域

ペ
ー

ジ

科
学

-
1

学
術

情
報

基
盤

の
整

備
・
科

学
技

術
の

発
展

に
は

、
①

計
算

機
開

発
技

術
、

②
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
技

術
、

③
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
技

術
の

高
度

化
が

不
可

欠
で

あ
る

。
従

来
の

理
論

・
実

験
と

は
異

な
る

新
し

い
研

究
手

法
を

実
現

し
、

科
学

技
術

の
ブ

レ
ー

ク
ス

ル
ー

、
国

際
競

争
力

の
強

化
に

資
す

る
基

盤
技

術
と

し
て

、
そ

の
重

要
性

は
益

々
高

ま
っ

て
い

る
。

研
究

開
発

基
盤

2
5

科
学

-
2

先
端

研
究

施
設

の
有

効
活

用
・
科

学
技

術
の

発
展

に
は

、
①

計
算

機
資

源
の

提
供

体
制

だ
け

で
な

く
、

②
実

験
施

設
と

計
算

資
源

の
融

合
が

重
要

で
あ

り
、

そ
の

重
要

性
は

益
々

高
ま

っ
て

い
る

。
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
1
5

科
学

-
3

大
学

に
お

け
る

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
技

術
力

・
人

材
の

蓄
積

・
 信

頼
性

を
向

上
さ

せ
る

た
め

に
は

、
大

学
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

を
活

用
し

て
産

学
連

携
に

よ
る

研
究

開
発

を
進

め
る

と
と

も
に

、
大

学
に

お
け

る
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
工

学
分

野
の

技
術

力
及

び
人

材
を

継
続

的
に

蓄
積

し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。

科
学

-
4

進
化

・
上

達
、

行
動

・
認

知
な

ど
の

生
物

、
社

会
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
・
ロ

ボ
ッ

ト
は

様
々

な
要

素
技

術
の

集
合

体
で

あ
る

た
め

、
そ

の
性

能
は

、
1
番

弱
い

要
素

技
術

で
制

限
さ

れ
る

。
全

て
が

人
間

レ
ベ

ル
に

な
る

の
は

難
し

い
た

め
、

局
所

的
に

人
間

の
能

力
を

超
え

た
ロ

ボ
ッ

ト
の

開
発

が
重

要
。

ロ
ボ

ッ
ト

2
3

科
学

-
5

革
新

的
技

術
の

創
出

に
よ

る
我

が
国

の
科

学
技

術
力

の
強

化
・
日

本
が

得
意

と
す

る
、

世
界

的
に

リ
ー

ド
し

て
い

る
技

術
に

は
今

後
も

重
点

投
資

を
行

い
、

我
が

国
の

科
学

技
術

力
を

強
化

し
て

い
く
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

デ
バ

イ
ス

1
3

貢
献

軸
：
安

全
・
安

心

番
号

貢
献

内
容

課
題

認
識

（
共

通
）

主
に

関
係

す
る

領
域

ペ
ー

ジ

安
全

-
1

通
信

確
保

・
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

安
全

・
安

心
に

使
う

た
め

に
は

、
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
負

荷
の

変
動

・
ワ

イ
ヤ

レ
ス

環
境

の
変

化
等

に
対

す
る

ロ
バ

ス
ト

性
の

確
保

や
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

上
の

さ
ま

ざ
ま

な
サ

ー
ビ

ス
に

お
け

る
、

サ
ー

ビ
ス

の
プ

ラ
ッ

ト
ホ

ー
ム

化
・
サ

ー
ビ

ス
統

合
化

が
課

題
で

あ
る

。
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
ユ

ビ
キ

タ
ス

8
1
1

生
活

の
安

全
（
災

害
時

等
の

安
全

）
・
災

害
時

・
緊

急
時

に
お

け
る

安
全

・
安

心
確

保
や

、
犯

罪
・
テ

ロ
等

の
脅

威
に

対
応

す
る

た
め

に
、

利
用

可
能

な
ユ

ビ
キ

タ
ス

ネ
ッ

ト
や

セ
ン

サ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
お

よ
び

セ
ン

シ
ン

グ
技

術
が

必
要

で
あ

り
、

そ
の

た
め

の
技

術
開

発
が

課
題

で
あ

る
。

生
活

の
安

全
（
労

働
の

安
全

）
・
建

設
業

等
に

お
い

て
は

、
作

業
時

に
お

け
る

安
全

の
確

保
が

必
要

で
あ

り
、

危
険

性
解

消
の

た
め

の
、

人
間

協
調

型
ロ

ボ
ッ

ト
が

必
要

で
あ

る
。

ロ
ボ

ッ
ト

2
4

安
全

-
3

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

・
国

民
が

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

、
シ

ス
テ

ム
等

を
、

安
全

か
つ

安
心

に
利

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

1
6

安
全

-
4

災
害

対
策

・
災

害
に

対
す

る
安

心
・
安

全
の

た
め

の
対

策
と

し
て

、
①

災
害

時
に

お
け

る
通

信
路

の
確

保
 ②

災
害

予
測

・
災

害
復

旧
支

援
の

た
め

の
時

空
間

基
盤

技
術

の
整

備
 ③

災
害

救
助

等
に

お
け

る
作

業
支

援
シ

ス
テ

ム
等

の
構

築
 ④

自
然

災
害

等
の

災
害

予
測

等
の

構
築

が
課

題
で

あ
る

。
ロ

ボ
ッ

ト
研

究
開

発
基

盤
2
4

2
6

安
全

-
5

機
器

・
シ

ス
テ

ム
の

信
頼

性
・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

・
情

報
シ

ス
テ

ム
等

を
安

心
し

て
利

用
す

る
た

め
、

コ
ン

テ
ン

ツ
・
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
・
機

器
・
情

報
シ

ス
テ

ム
等

に
お

け
る

信
頼

性
の

確
保

が
喫

緊
の

課
題

で
あ

る
。

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

1
5

安
全

-
6

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

の
た

め
の

人
材

確
保

・
近

年
、

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

に
関

す
る

問
題

が
増

加
し

て
お

り
、

こ
の

問
題

を
解

決
す

る
た

め
、

国
民

が
安

心
・
安

全
に

情
報

通
信

を
活

用
で

き
る

環
境

を
構

築
す

る
た

め
の

高
度

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

人
材

育
成

が
喫

緊
の

課
題

安
全

-
2

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

研
究

開
発

基
盤

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

ロ
ボ

ッ
ト

デ
バ

イ
ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ユ
ビ

キ
タ

ス

ロ
ボ

ッ
ト

ロ
ボ

ッ
ト

研
究

開
発

基
盤

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア
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総論 

 

ICT 技術の進展は現在までにも生活、企業、社会に大きな変化を生じ、過去にはな

かった多くの技術活用形態を現実のものとしてきた。今後の長期的技術開発では従

来の観念にとらわれない技術の見方が求められる。また、個別の技術開発だけでな

く、それらを統合する技術や、有効性の実証、社会に普及させるための制度改革へ

の配慮も重要である。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 社会-2 「環境に配慮した持続的イノベーション」について、地球環境に関する問

題意識が国際的にも高まっているところ、ICT 全体がどのように貢献するかについて

は領域を越えて考えていく必要がある。ネットワーク領域においても、例えば、IT 個

別機器の省電力化、ネットワークの高速大容量化によって省エネへ貢献する技術開

発は、従来から重要であるとしてきた。一方、省エネ化は、性能低下や機能低下を

招くこともある。これは、高性能製品の活用によって生産性やサービス品質を高くし

ようとするカスタマにとって、省エネ化を受け入れない理由になることも多い。このた

め、今後は性能や機能に対してペナルティが小さな省エネ化技術を総合的に開発す

る必要がある。具体的には、センサネットワーク技術やユビキタスネットワーク技術、

個人の状況等を加味したコンテキストアウェア制御技術、プライバシーの確保技術

等、他領域で開発された技術も積極的に利活用する必要がある。また、これらの研

究開発は、テストベッドネットワークを活用した実証実験と共に一貫して行われるべ

きである。これらの技術は従来継続的に行われてきた IT の成長を持続するためにも

重要である。 

● 安全-1 「通信の確保」に関しては、現在取り組まれている非常時対策に加え、

国民生活を守るため、「健全な情報利活用基盤の確保」への貢献を考えて取り組ん

でいくべきである。本件については、第 3 期科学技術基本計画策定時には、さほど

顕在化していなかったものの、インターネットなどで流通する有害なコンテンツや、書

き込みなどによるいじめなどが急激に増え問題となっている現状において、児童・生

徒が情報通信技術を安全に活用するスキルを身につけると同時に、高度ネットワー

ク社会を健全に過ごすことができるようにすることが必須となってきている。このた

め、例えば有害情報の自動フィルタリングだけでなく、情報の発生源をプライバシー

に十分配慮しながらトレースバックするネットワーク技術等の研究にも注力していく

必要がある。 

さらに、従来から行っている「非常時における通信の確保」についても、災害時等

を含むあらゆる状況で通信が確保されることは重要である。この場合に非常時だけ

に使用される技術は長期の安定性の点で問題を生じやすい。非常時に生き残る通

信手段が日常的に活用されるような運用が望ましい。 

ネットワーク領域検討とりまとめ 
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● 社会-3 「電波利用の高度化による世界最先端のワイヤレスブロードバンドサー

ビス」について、有限な電波を活用し、どのような状況においても高速ネットワークに

アクセスできるような利便性の高いユビキタス社会を実現するには、高性能な無線

通信方式の開発、電波の共用技術などの研究が重要である。電波の電力を低くす

ることによって干渉をおさえ、伝達距離を短くして利用の効率を高める工夫もある。 

 世界的には電波の利用の条件は多様であり、異なる条件で電波利用の開発が行

われている。世界の市場で成功するためには日本の国内で発想を越える広い視野

での研究の立案が重要である。 

 また高度な無線方式の実現は、装置の開発にも運用にもソフトウェアの比重が高

まっている。これらの技術には従来の電波管理、機器認証の基本となる想定を越え

るものも少なくない。これらも含め実現を加速する施策が重要となる。 

● 産業-1 「情報流通の円滑化」について、 ネットワークのトラヒックの増大の中

で、バックボーンの技術は重要である。光ファイババックボーンについては日本が伝

統的に競争力を持つ分野であり、この分野に努力することは重要。これと共にルー

タの大容量化、全光ネットワーク化、P2P をはじめとするバックボーン依存を低減す

るネットワーク技術、国際的な連携のもとに不適切なフローを制御する技術、ネット

ワークの仮想化技術やネットワークアーキテクチャの設計等、多様な研究開発が重

要である。光ネットワークに関する技術は、省エネ化にも繋がるため、社会－2 への

貢献も期待される。 

● 産業-4 「国際標準化のリード」について、通信技術においては、技術的コストの

内ソフトウェアをはじめとする固定費の比重が高まっており、コスト競争のためには

同一製品の市場を広げなければならない。このためには日本の標準が国際標準と

整合していることが重要であり国際標準化は重要である。しかし標準は世界の協力

によって形成するものであることを勘案すると、「標準化策定に貢献すること」が重要

であることを認識し、必ずしも「日本発であることを強く示す」ということが目的になら

ないように気をつける必要がある。すなわち企業が、知財権等において、貢献に対

応した利得を得ることは当然であって、その際にもし日本の企業の貢献が大きけれ

ば大きな利得を得ることになる。このためには、標準化の早い段階からその作業へ

人材を送ることが重要であり、標準化の場面等で活躍できる人材をどう育成するか

についての施策も必要である。 

 また、研究の成果を実用化するプロセスでは、多くの成功した標準化において行わ

れているように、多数の国での同時実用化の努力が必要である。日本で実用化し、

その後に世界に広げるというプロセスでは、IT の分野では世界段階に達するときに

はすでに陳腐化がはじまっているということになる恐れが高い。標準化のリーダシッ

プはこのような全体的な産業活動を通して進められるべきである。 
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総論 

 

● コンピュータも通信もパーソナルの活用の時代に必要とされた 1 人 1 台の時代か

ら、今後 10 年～20 年で 1 人 100 台の時代に変化する。これがユビキタスネットワー

クの基本的予測である。このとき使用されるコンピュータとネットワークの姿を確度高

く推測することは困難である。しかし地球に許される食料、エネルギー等の制約要因

の中で、技術の貢献が期待される領域としてのユビキタス技術には、国際的に広く

期待がある。 

● ユビキタス領域においては、多様なコンピュータの多様な活用が想定される。情

報通信技術が生み出すイノベーションを通してサービス産業に貢献する立場から、

ユビキタス技術について、広範な研究の推進、成果の発信が重要である。これらの

研究では目的ごとにソリューションとして構築するのではなく、オープンなネットワー

クを形成し、それを安定的、発展的に構築、運用することができるアーキテクチャが

必要で、その技術が世界競争の中でアーキテクチャを保持しつつ新たな機能をダイ

ナミックに進展させることにより、他の追随を許さないモデルを確立する一方、日本

より低所得水準ながら今後急成長する国々へ展開するためのグローバルな共通プ

ラットフォーム等、最先端を狙うだけでなく展開先の環境適合のための開発も重要に

なってくる。 

● 社会的貢献をソリューションとして追及するのではなく、貢献のもとになる共通の

アーキテクチャの研究が重要である。ユビキタス領域における貢献軸の考え方に

は、それによって必要な基本が失われないよう、充分に注意することが必要である。

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 社会-1 「要介護者・障害者の社会参加支援」について、情報通信技術を活用し

て、従来社会参加が困難であった人達が、自立して参加できるようにする、あるいは

介護のコストを低下する可能性は高い。また、情報弱者支援のための開発事例に学

ぶことにより、すべての国民にとって真にストレスフリーな利活用のためのノウハウ

蓄積につながる。このための技術は多様に展開する可能性があるが、これを通して

世界に貢献し、産業化するためには、日本の枠にとらわれない展開を指向する必要

がある。このような技術にも、その適用の方法において多くのバリエーションがある。

バイオセンサ、ユニバーサルインタフェース、状況識別、測位技術等において、省エ

ネと信頼性を確保しつつ、個々の問題解決ごとにソリューションを求めるのではなく、

「幅広く適用可能なアーキテクチャの確立」が重要である。 

● 産業-3 「物流効率化」について、電子タグの効率的活用は物流効率化、生産、

流通、保守、廃棄、再利用のループを形成する上に有効である。各企業のシステム

とネットワークによって、各企業ごとの利益の追求を越えて、システムに関連する複

合体の利益を最大化するように動いている。日本においては電子タグ等の個々の分

ユビキタス領域検討とりまとめ 
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野においては大きな成果をあげている。問題は各企業のシステムが個々に個別最

適化され、共通プラットフォームのコンセプトを欠いて形成されているため、企業間ネ

ットワークの構築が論じられてすでに 20 年以上も経過しているにもかかわらず、電

子タグを活用したトータルシステムの構築には実現上の制約が高い。電子タグアプ

リケーションのプラットフォームとソフトウェアモジュールのオープン化については科

学技術連携施策群「ユビキタスネットワーク ～電子タグ技術等の展開～」の活動に

よって広く理解されるようになっているが、その社会的活用には一層の努力が必要

である。日本の特殊事情である個別企業のシステムの接続困難の問題を変化させ

る傾向として、SaaS※のような新しいモデルも一般化してきており、このような流れを

活用したシステム構築を検討すべきである。 

※ Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客の

必要に応じて提供する仕組みのこと。 

● 安全-1 「通信確保」について、ネットワークには多様な情報が流れ、その多様

性、トラヒックの変動によって通信の確保が困難になる場合がある。当面の対策とし

てネットワークの利用とその制御の自由度を低下させ、変動を抑えることが提案さ

れ、NGN※に取り入れられている。また有害情報のネットワークを通した伝達が社会

問題として注目されており、情報のフィルタリングが求められることもある。技術的に

不完全な状況でフィルタリングを実行することは、ネットワークの利用の発展を妨

げ、世界競争の中で技術発展を遅らせ、結果として、ネットワークの社会的問題の

解決のための技術開発を妨げる恐れもあることに留意すべきである。これらの当面

の対策に満足することなく、将来の構想として、最小限の制約で通信の安全性を実

現する技術が追求されている。よりオープンなネットワークにおけるネットワークの通

信確保の研究は重要である。 

※ Next Generation Network の略。固定・移動体通信を統合したマルチメディアサービスを

実現する、インターネットプロトコル（IP）技術を利用する次世代通信網を指す。 

● 社会-5 「多様な端末によるネットワークの活用」について、利用できるネットワー

クはネットワークのカバレージの多様化により利用する場所の制約を受ける。また災

害時等にはカバレージも変化する。これらの状況に応じて機能を適応化する。省エ

ネを確保しつつ、モジュール化、コグニティブ化（マルチバンド・マルチチャネル対応

の最適無線資源割当て等）が重要である。 
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総論 

 

デバイス領域では、これまでの日本の先導性の維持・拡大が重要である。国際的に

は、先進各国が従来の IT 機器の高機能化・高性能化はもとより、IT による省エネ化

に加え、IT 機器自体の省エネ化をねらって強力なプロジェクトの計画・実施を進めて

いる。我が国が得意としてきたデジタル家電技術をもとに、ネットワーク化された情

報機器をトータルでの省エネ化技術開発をねらったプロジェクトつくりが必要である。

また、材料の多様化により異分野技術融合、そのための緩やかに結合したプロジェ

クトによる研究開発環境つくり、材料からデバイス・システムまで一貫して見ることの

できる人材つくり、さらに、幅広い「出口」を想定する成果評価手法の確立を配慮した

オープン・イノベーションの観点での施策を進める必要がある。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 社会-2 「環境に配慮した持続的イノベーション」について、ネットワークで流通す

るデータ量の爆発的増加に伴い関連機器の消費電力が増大しており、従来の IT に

よる省エネ化に加え IT 自体の省エネ化、すなわち個々の機器及びネットワーク全体

の消費電力量を抑制することが喫緊の課題である。米国では「グリーン・グリッド」、

「クライメート・セイバーズ・コンピューティング・イニシアチブ」等の業界団体が立ち上

がっているが、我が国でも「グリーン IT 推進協議会」が設立され、米国業界団体等と

も連携して進めようとしている状況。研究開発としては、平成 20 年度より「グリーン IT

プロジェクト」が開始されているが、個別機器（センサネット機器等）からシステムソフ

トウェアまで一体化した技術開発により相乗効果を図り、デバイスを高効率化させる

とともに、一部成果については 2025 年よりも早い時期に活用すべき。特に、ネットワ

ークにおける取組みは重要で、低電圧半導体 LSI 技術等の高障壁な技術を開発す

るとともに、ネットワーク・システムの基本構成を変えて全体的な省エネを達成するア

プローチも必要である。 

● 産業-5 「国際市場拡大・新市場創出」について、半導体集積回路の一層の高機

能化・低消費電力化のための先端微細加工プロセス技術の研究開発、半導体アプ

リケーションに関する独創的アイディアの創出、半導体デバイスの高機能化・高集積

化、等の要求に応えることが重要な課題である。欧州では MEDIA+プロジェクト及び

ENIAC/CATRENE プログラムとともに IMEC（ベルギー）や Leti（フランス）等の公的機

関が大規模試作設備を整えており、米国では MOSIS 等の大規模試作設備、台湾で

も NSoC プログラムや SiSoft プロジェクトがある。我が国では「MIRAI プロジェクト」を

中核とし、次世代半導体に関する研究開発の成果があがっているが、半導体集積

回路の王道であるトランジスタ、配線の更なる微細化において新たに直面する新規

課題の解決に際して、新規材料の取り込み、設計とのリンケージなどに積極的に着

手するとともに、産業構造的な体制整備にも心がけ、「MIRAI プロジェクト」の成果が

デバイス領域検討とりまとめ 
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量産現場において十分に利用されるよう、対応が求められる。半導体アプリケーショ

ンの独創的アイディア創出に向けては、大学やベンチャーのみでは高障壁な技術

（メニーコアなどの超並列アーキテクチャ等）について、プロセス技術のみならず設計

技術も含め支援すべき。 

一方、半導体微細化の技術的飽和に対する「More than Moore※」のアプローチと

して優位性を確保することも継続的な国際競争力の維持には不可欠で、革新的技

術である３次元半導体について、異種デバイス（センサ等）も含めた集積化に取り組

むとともに、低電力化や信頼性向上を図るべきである。 

※ 半導体デバイスの高性能化・低消費電力化等を、微細化以外の手段で実現するアプローチ。

● 産業-6 「環境貢献による産業競争力向上」について、ディスプレイの低消費電

力化、不揮発性メモリ等のスピントロニクスによる低消費電力化、パワーエレクトロ

ニクスによるデバイス電源の高効率化等が重要な課題である。 

ディスプレイについては、激しい国際市場においては高精細、大画面、コスト等が

競争力となり消費電力量の低減への配慮は劣後しがちなため、液晶ディスプレイで

はバックライトの高性能化等、PDP ディスプレイでは発光効率改善等、有機 EL ディ

スプレイでは材料科学・デバイス物理解明を含む作製プロセス構築等、低消費電力

化のための基盤技術開発が必要。ロール化可能なディスプレイ技術、ガラス基板上

の薄膜トランジスタ作製で生れた技術の薄膜エレクトロニクスへの応用も期待。環境

貢献デバイスとしては、有機 EL の照明利用も重要。 

スピントロニクスについては、フラッシュメモリの問題（書き込み速度や書き換え回

数）を解決するとともに低消費電力化を図る、「高速・書き換え回数無制限の汎用メ

モリ」、「ロジックインメモリ」などの技術確立が重要。基盤コア技術（スピン注入磁化

反転等）の確立、現存の CMOS 論理回路と整合するデバイス・システムの開発が必

要であるとともに、基礎データ取得の充実も必要。 

パワーエレクトロニクスについては、今後のハイブリッド自動車や電気自動車の普

及、高度 IT 機器数の増大へ向け、電力変換容量拡大、変換損失低減と小型化の必

要性が高まっており、モーター制御応用のみならず高度 IT 機器等の電源の革新的

低消費電力化も狙ったウェハ作製技術や品質評価技術等が重要。 

● 科学-5 「革新的技術の創出による我が国の科学技術力の強化」について、メモ

リ・ストレージ等の不揮発性記憶デバイスに用いられる「スピントロニクス」が我が国

の得意とする技術であるため、今後も重点投資による我が国の科学技術力の強化

が重要。米国やフランス等でもスピントロニクスプロジェクトが計画されており、その

中で我が国の科学技術力の優位を保つためには、まずその基本となる材料開発や

原理的理解などの分野において確固たる基礎を固め、その上で、幅広い応用のた

めの高機能化や低消費電力化に向け、微細加工、回路集積化、評価解析まで包含

したシステム的開発へつなげることが必要である。 
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総論 この領域については、産業・学術の多くの分野の国際競争力の要として、ソフトウェア

競争力が重要であることから、国際標準などで果たす役割を明確化するとともにそれ

を牽引しリーダシップを示すべきである。また、国際分業化が進む中でどのような立ち

位置を確保すべきかを明確化し、施策を進める必要がある。技術変化が激しい分野

であり国際動向に注意するとともに、重要分野で長期戦略・視野も必要とされる。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 産業-7 「品質・機能向上による産業競争力向上」に関して、 

高信頼組込みソフトウェア開発法確立に向けた施策について、英国の MISRA ドイツ

の AUTOSAR など産学、産官学連携を参考に、 

・信頼性向上技術の開発とそのデファクト化活動 

・ミドルウェア、フレームワーク、ツールなどの開発・標準化  

・影響度（災害、人身危害、生活）に応じた品質要求レベルの規格化 

等が求められる。 

基幹系ソフトウェア開発の効率化では、米国 CMU、欧州 IESE 等での先端的見積

もり手法に関する開発、オープンソフトウェア開発スタイルの進展、utility computing

の勃興などの動向を踏まえ、 

・ソフトウェアの共有化、部品化、相互利用性の向上に必要なデータ形式の標準化 

・ライフサイクルマネージメント手法の確立 

・非機能要求の明確化、検証確認手法の開発 

等が求められる。 

技術的課題以外の施策として以下の検討が必要である。 

・国の調達システムで、ユーザとベンダが連携した開発モデルの範を示し、広く展開 

・流通ソフトウェアの機能保証や品質保証を実現する枠組 

・産学の人的交流の促進 

・戦略的組込みソフトウェアの定義 

・海外研究機関との連携スキームの構築 

● 産業-8 「産業人材育成」に関して、 

必要なソフトウェア技術者の育成に際しては、人件費が安価な諸国へのアウトソー

シングの増加している点に鑑み、下記の点に留意すべきである。 

・人材育成システム 

・産学連携による先導的 IT 人材育成の教育カリキュラムの整備と普及展開 

・必要な人材像、有すべき能力に関し産学での認識の共有 

・産学教育連携のポジティブなフィードバックループを促進 

・ソフトウェア産業従事者が評価される環境整備 

ソフトウェア領域検討とりまとめ 
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その他、以下の点にも留意点が必要である。 

・人口の点から世界のソフトウェア産業の中心となるアジア各国の IT 人材育成施策

への日本の貢献 

・大学の改革、産業界競争力強化の両面で文部科学省、経済産業省、総務省がタ

イアップした政策の実施 

・各拠点の人材（産業界、大学）の交流と技術者コミュニティ形成 

● 科学-2 「先端研究施設の有効活用」に関して 

下記の点に留意すべきである。 

・計算サービスの連続性の確保 

・アプリケーションプログラムの変更なしに、様々なコンピュータに対応できる、使い

やすい並列化言語の開発やグリッド技術の開発 

・アプリケーションにターゲットを置き、効果的なシステムの具現化 

・ライブラリの蓄積、検索・再利用プラットフォーム／コミュニティの作成 

・ストレージとスパコンを連携した先端研究施設の構築 

● 安全-5 「機器・システムの信頼性」に関し 

欧米を中心とする以下の多様なアプローチにも注意を払う必要がある。 

・実証的ソフトウェア工学 

・数学的基礎理論に基づいた形式的システム開発法の実用化 

継続的研究開発の必要性も認識すべきである。 

・高信頼ソフトウェア効率的構築技術・手法及びソフトウェア構築プロセス透明化技

術・手法などのソフトウェアエンジニアリングは長期的な観点から推進するべき 

技術的課題としては次のものがあげられる。 

・プログラムの誤りを開発初期段階で検出する技術 

・ソフトウェアが適正な手順で構築された安全なものかを判定する技術 

・セキュアコンピューティングのための脆弱性対策が保証される開発法 

・仮想化技術などの広がりへの対応 

・過去の不具合情報をベースとするシステム検証手法 

 

新たな視点等 

 

オープンソース開発に代表される開発スタイルの変化、セキュアコンピューティング

の要請、utility computing の台頭等の状況を正確に把握する必要がある。情報化は

標準化と差別化ということから、課題整理も必要であると考えられる。すなわち、世

界の標準を先導するとともに、日本の作り込み能力を生かした得意分野の確保が必

要である。また、国際標準化を目指すには全世界の標準を目指すことは当然である

が、文化的共通性を有するアジア文化圏の特徴を生かす標準化という国際戦略方

針も必要である。 
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総論 

 

セキュリティ領域については、ウィルス、スパイウェアに代表されるマルウェアの高度

化が急速に進みつつある。情報セキュリティはわが国のＩＴ社会の根幹を支える基盤

技術である。長期的視野に立ち、抜本的な技術革新等の実現をめざし、より多くの

研究成果を社会実装する施策を進める必要がある。 

 

『貢献』目標実現

に向けた留意点 

 

● 安全-3 「情報セキュリティ」に関しては、 

情報セキュリティ問題は、解決困難な問題が数多くある。ソフト開発プロセスの抜本

的な見直し、ＯＳやプログラム言語等の主要構成要素の再開発等が必要となること

が、その一因になっている。わが国が問題解決に資する技術を生み出した場合、グ

ローバルに展開する高度情報通信ネットワーク社会の持続的発展に貢献できるだ

けでなく、新たなマーケット創出とわが国の国際競争力強化が期待できる。長期的

視野に立ち、良く設計された研究技術開発施策、いわゆる「グランドチャレンジ型」施

策を実施することが必要である。 

地球温暖化対策では、積極的にネットワーク利用して、不要な人間の移動を抑制

し、二酸化炭素排出を抑制しようという考え方がある。情報セキュリティは、安全なネ

ットワーク利用を支える基礎である。安全なネットワークサービスは、E コマースやビ

デオ会議、テレコミューティングを促進させる。地球温暖化対策と情報セキュリティの

関係も忘れてはならない。 

情報セキュリティ領域では、国際標準化を手段として技術の国際展開を進める動

きが広がりつつある。セキュリティ対策製品の試験手順標準化を目指す団体

(AMTSO)や、米国ＦＩＳＭＡに関連して、情報システムの脆弱性対策状況確認の自動

化を推進するプロジェクト（SCAP）の動向にも留意する必要がある。国際標準化され

る情報セキュリティ技術において、わが国が主導権を持つことが、国際競争力を強

化する。 

2004 年の個人情報保護法施行以来、国民のプライバシ意識は着実に高まってい

る。情報セキュリティ技術は、プライバシ保護に広く応用されている。プライバシ保護

に資する情報セキュリティ技術の高度化は、持続的に取り組まなければならない。 

2006 年度より政府は、第一次情報セキュリティ基本計画に基づいて多種多様な施

策を実施しているが、下記の方向性についても留意する必要がある。 

・情報セキュリティ対策の実施状況のベンチマークができる技術・手法の開発 

・不正アクセス行為、特にボット（Bot）による攻撃等の解析技術高度化への対応 

・世界中のネットワークと情報処理資源の浪費を引き起こしている SPAM メールへの

対応 

情報システムが有する脆弱性対策の自動化、簡単化、システム化技術障壁として、

セキュリティ領域検討とりまとめ 
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下記の課題を解決する必要がある。 

・最近脅威の「見えない化」が急速進んでおり、脅威そのものの多様化に加え、攻撃

手法の複雑化・高度化への対応 

・機密情報（厳重に保護されるべき情報）の漏出被害を最小限にするための技術・方

法の確立。また、漏えい被害を抑止・予防するための、組織内外で流通する情報の

来歴を管理する技術の確立 

・ボットネットによるサイバー攻撃に対して迅速かつ効果的に対処するための総合的

な枠組みの構築 

・経路ハイジャックに代表されるネットワーク基盤における攻撃を検知・回復・予防す

る技術の確立 

一方、情報セキュリティ領域の個々の技術では、下記の留意点に基づき、より高度

化することが求められる。 

・ボットの隠蔽化、高度化に対する、解析手法のさらなる高度化を目的とした、ソフト

ウェア技術の強化 

・システムの安全性を確認するための「見える化」技術の高度化 

・情報履歴管理、操作ログの一元管理を含む、いわゆるデジタルフォレンジック

(digital forensics) の高度化 

・さまざまなマルウェアに対して、情報システムが自己防衛を実現する技術の高度化

と体系化。特に、単純な対処療法的な解決方法ではなく、より持続的に対応できる

フレームワーク開発 

・仮想化技術の広がりへの対応 

・高信頼性ソフトウェアの構築技術の積極的な活用 

・運用中システムにおける、プログラム改変への対抗方法。特に運用技術の開発。 

また、下記の技術障壁についても留意する必要がある。 

・セキュリティの試験評価技術の確立 

・ユーティリティコンピューティング (utility computing) 等新たなアプリケーションに対

応できるセキュリティ対策の開発 

・暗号利用の広がりを考慮し、鍵紛失等に対応する適切な暗号鍵管理技術および手

法の開発と、適切な社会適応 

・暗号用システムの継続的利用方式の確立 

さらに、技術障壁ではないが、下記の点にも留意する必要がある。 

・情報システムそのものに対する専門知識と、情報システムを適用する事業領域に

おける高度な専門知識を有する人材の育成 

・情報セキュリティ投資に対する、経済的側面からの評価手法の確立や、経営学的

見地からのコスト論の検討 

・認証技術の高度化と、社会適応への方策。特にバイオメトリックス認証と電子認証
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の高度な連携によるセキュリティ基盤の構築 

・心理学、社会学的見地からの研究。特に、人的リスク、組織運営管理面でのリスク

に対応しうる研究 

・ネットワーク上を流通する様々な違法情報を発見し、迅速に対応するために必要と

なる技術の実現には、社会要請が強い。一方、各国の違法性定義が異なることか

ら、単純な情報の削除だけでは対応することはできない。このような状況に対応す

るための高度な技術が必要になる。 

・セキュリティの観点から、技術のオープン化、および、クローズ化のメリット、デメリッ

トについての継続的検討が必要である。特に、ソフトウェアが適用される領域の社

会重要性の違いにも配慮した検討でなければならない。 

・ソフトウェアのライフサイクルマネージメント手法に合致した情報セキュリティ対策の

設計と実装 
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総論 

 

● ヒューマンインタフェース(ＨＩ)およびコンテンツ領域において、わが国の国際競争

力を強化していくために、関連省庁は連携して、超臨場メディア・コンテンツ技術を確

立する必要がある。超臨場メディア・コンテンツ技術は、人、実世界、サイバースペー

スをつなぐコミュニケーション技術であり、リアル・バーチャル/時間・空間の制約を越

えた活動を可能にする。さらに、我々のライフスタイル、ワークスタイルをも変え、創

造社会、創造産業へ大きく貢献することを目指している。人、実世界、サイバースペ

ースをつなぎ、超臨場メディア・コンテンツを創生・通信/アーカイブ/流通/検索・体験

可能とする技術を確立することで、関連省庁は連携して、安心安全はもとより、「心

の豊かな文化」を築くとともに、「環境へ配慮したライフスタイル」への変化を促進す

べきである。 

● 超臨場メディア・コンテンツ利活用に不可欠な流通/アーカイブ/検索に関して

は、爆発的に増大かつ多様化する情報コンテンツを、如何に信頼のおける使い

やすいものとできるかに懸かっており、この技術の実現により、巨大かつ複雑な実

世界・サイバースペースの事象を表現し全貌の把握も可能となる。 

● また、超臨場メディア・コンテンツ技術を広く実社会の中に浸透させていくため

には、技術の確立と並行して、技術のみならず表現も重視し、先端技術とデザイン

の双方を実践できる人材育成も急務である。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 社会-6 「五感情報やバーチャルリアリティを駆使した情報の質の向上およびメ

ディア科学・芸術・文化等の創造」に関して、 

・国際動向としては、米国では立体視技術に関わるコンソーシアムが今春作られ、

欧州では、立体映像取得・伝送・表示技術や臨場感通信について、１９の研究機関

が連携して研究を進めるなど、動きが活発化しており、日本においても、国際的に

開かれた五感コミュニケーション、バーチャルリアリティ等の超臨場メディアを実現

するための連携研究体制を強化する必要がある。 

・広く国民に受け入れられ、ライフスタイル・ワークスタイルを変えるような波及効果

の大きな超臨場メディア・コンテンツ技術の確立が望まれる。例えば、雰囲気をも伝

える“超臨場会議”ができることで、テレワークや遠隔会議が促進され、ワークスタイ

ルへの変化を与えるとともに、環境問題への寄与も大きい。 

・サイバースペースの構造俯瞰、無形・有形の文化財アーカイブ、実世界行動ログ

の創生・利活用・体験に向けた技術を確立することで、リアル・バーチャル/時間・空

間の制約を越えた情報の利活用を促進することができる。 

・超臨場メディア・コンテンツの創生・利活用技術の確立のためには、人に感動を与

える表現やインタフェースの観点からの取り組み、さらには、人に心理的・生理的・

ヒューマンインタフェース及びコンテンツ領域検討とりまとめ 
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意味論的にインパクトを与えることの評価を含む文理融合的アプローチが重要であ

る。 

・このため、研究開発は、本分野の研究者に加えて、認知科学者・心理学者・クリエ

ータなど多様な分野のエキスパートが連携して、定量的な評価尺度も含めた研究を

進めることが重要である。 

・さらに、先端技術とデザインの双方を実践できる人材育成も重要である。このた

め、特に若年層の創造性や表現力を強く触発するような教育の強化が求められ

る。 

・超臨場メディア・コンテンツ技術には、情報・科学技術そのものを分かりやすく表現

し体験可能なものとして提示する“デジタルミュージアム”への展開も望まれる。 

● 産業-1 「情報流通の円滑化」に関して、 

・国際動向としては、民族差・地域差などを考慮して、画一的でなく、個々の文化的

背景を考慮することが流れであり、超臨場メディア・コンテンツ技術の確立において

も、今後はこの配慮が重要である。 

・現在の情報流通では、データフォーマットや入出力仕様が部分的にしか標準化さ

れていないことから、統一的に扱えないことが最大の障壁となっている。超臨場メデ

ィア・コンテンツの円滑な流通のためには、メタデータのフォーマット等の相互変換

の枠組み作りや、標準化を念頭におく必要がある。 

・今後の国際競争力強化・産業創生のためには、従来のメディア・コンテンツ技術を

飛躍させ、時空間を制御して新しい形の創生・利活用・体験を可能とする超臨場メ

ディア・コンテンツ技術の研究開発を加速する必要がある。そのためには、並行し

て、誰でも容易に利用できる環境を構築するために、デジタルアーカイブ技術の確

立も急ぐ必要がある。さらには、技術的障壁以外の留意事項である、著作物に対す

る情報リテラシー教育を小中学校から行うことも必要である。 

・また、情報の爆発的増大と多様化は、人々の情報活用を阻害する要因ともなって

きており、信頼のおける適正な情報を必要な形で迅速に適切に抽出し活用できる

環境づくりが急務である。この技術分野での失地は、情報産業全体をも左右しかね

ない問題であり、米国に圧倒的優位を許してきている現状にあっては、情報流通の

円滑化のみならず、産業競争力強化の観点からも、従来の延長ではない画期的な

技術による独自性を発揮できるよう、我が国の総力を結集した取組みが不可欠で

ある。 

● 産業-2 「情報新産業の創出」に関しては、 

・国際的に五感情報処理技術や大量情報検索技術に関する研究機運が高まってい

る点にも留意して、超臨場メディア・コンテンツの創生・利活用・体験を実現する技術

についてハードウエア、ソフトウエアの両面から早期に取り組む必要がある。ハード

ウエアに関していえば、五感情報を表現するデバイスは重要な要素である。 
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・ゲームコンテンツ作りで、日本は国際的に競争力があり、身体の動きを利用する五

感や立体といった超臨場メディアをプラットフォームとしたコンテンツを作るビジネス

への拡大が望まれる。 

・ユビキタスネットワーク社会の進展に伴いビジネスチャンスは多方面に広がってい

る。実世界・サイバースペースを円滑につなぐ超臨場メディア・コンテンツのために、

実世界情報をセンシングし、多様かつ大規模なセンサーネットワークからの情報を

活用する研究開発が必要である。 なお、プライバシーには、十分に配慮してすす

める必要がある。 

・多様化したさまざまなデータを扱えるデータベースの設計法の確立が求められる。

また、生データの蓄積とそれを加工したデータの蓄積など、データが階層構造とな

ることから、それらを高速に検索する技術や様々なデータフォーマットの相互変換

の枠組み作りや標準化も重要である。 

・情報の爆発的増大と環境問題に対応するために、超臨場メディア・コンテンツを生

かした新しいライフスタイルへの取り組みや超臨場メディア・コンテンツの創生・通

信、蓄積、流通、検索・体験といったあらゆる技術領域に関わる機器の省電力化努

力も強く求められている。 

・これまでの日本の教育、産業政策等には国民の大多数が所属するロングテール

層の情報リテラシー向上の観点が欠けていた。超臨場メディア・コンテンツの普及に

より、情報技術を社会に訴求しうる形で展開し、この分野の底辺拡大を推し進める

ことが期待される。 

・若年層の理系離れは、情報力思考の弱体化を意味し、ひいては国際競争力・産業

創生力の低下につながる。若年層における情報力思考を強化するためにも、超臨

場メディア・コンテンツの創生・利活用・体験技術を駆使して、創造性を強化する教

育施策が望まれる。 

 

 

21



 

総論 ● ロボットは、それ自体独立した技術領域ではなく、幅広い情報通信技術による成

果を人間にとって最大限に利便性を高めると同時にその基礎をロボティクスサイエ

ンスとして提供する、言わば、情報通信技術の総合システムであり、全ての関係領

域と融合した取組みが一層重要になっている。 

● また、この領域は、米国での軍事産業や医療分野への取組みや、欧州での基礎

科学を含むロボティクスに関する大規模プロジェクトによる積極的推進、最近のアジ

ア諸国の台頭などの動きの著しい中で、我が国の国際的優位性を確保するために

は、より戦略的に取り組まねばならなくなってきている。 

● 産業分野に引き続き、国民からの期待の高まっている生活支援・サービス分野

での研究を加速・強化するためには、早急な日本独自の産業モデルの構築（例え

ば、RT（ロボット技術）製品の産業化やＲＴの導入による高度サービス産業展開を促

進する仕組など）に向けた政策の展開も必要である。特に我が国のＲＴ研究主体の

多くが中小の新規事業者となってきていることから、民間の資金導入を容易にする

ための目利き組織や評価・実証・安全のためのフィールドテストベッド整備などの支

援が重要である。 

● RT 製品の産業化に向けては、基盤（共通）化とシステム統合化は不可欠であ

り、他の領域とも連携して標準化活動を進めることが重要である。 

● 一方、サービス産業におけるＲＴの活用促進に向けては、そのサービスの体系

化（サービスコンテンツの構築）が重要である。 

● 特に国としては、医療・介護・福祉分野や製造業分野における生産性向上や省

エネなど、環境や少子高齢化など日本が抱える問題の解決に重点を置き、一般の

人たちの心を大切にする社会システムの中の普段のパートナーとして幅広く活用で

きるロボットの実現を目指すべきである。このためには、人とロボットが共生する社

会像（ビジョン）を明示しつつ、利用者やサービス提供者と連携した開発の推進が重

要である。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 社会-8 「高齢化社会に対応した介護サービスの充実」について、世界に類を見

ない速度で進行する少子高齢化に対応するため、福祉・介護等サービス分野への

ロボット開発が喫緊の課題である。このためには、これまでに以上に利用者サイドか

らの開発コンセプトの確立や広い意味での生活の質（ＱＯＬ）向上にフォーカスしたシ

ステムとして、ロボットのみならずその環境の構造化を含む体系的な開発が不可欠

である。また、研究成果の早期還元の観点から、見守りロボットや知能化空間により

人の健康状態を検知し変化を知らせることにより、その人の健康管理にも資すると

いった生活支援システムに焦点を当てた取組みも重要性が高い。 

ロボット領域検討とりまとめ 
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また、介護、生活支援等の分野は、特に社会的重要性は高いものの市場規模が小

さく単に機器製造事業だけでは産業化されにくい分野であることから、すでに動き始

めている介護・生活支援サービス事業と一体的に研究開発が推進できる業界連携

づくりなど、産業化に向けた日本モデルの構築とそれを実践する仕組み（支援体制）

の整備、具体的成功事例の発信強化などが重要である。 

● 産業-9 「産業労働力の確保」に関しては、少子高齢化、労働人口減少に対応し

て、労働力を確保することは、あらゆる分野で差し迫った問題となっている。このた

め、ロボット技術等を用いて、人手の足りない職場の自動化を図るだけでなく、ユビ

キタスネットワークと連携した遠隔操作・監視・制御等による在宅労働（テレワーク）

の拡大など、女性や高齢者の社会進出を促すより働きやすい職場環境の整備等が

強く期待される。また、ロボットに期待される労働力の質としては、特に近年、単純作

業のような分野では生産性においてアジア諸国の台頭は無視できない状況となって

おり、我が国としては、より付加価値の高い産業労働力の充足を目的とした研究開

発に傾注していく必要がある。また、昨今では、単純作業でない作業のロボット支援

だけでなく、省エネの達成や環境保全問題などの生産性に代わる付加価値創出も

求められる。このほか、特に建設、農業などに代表されるようなフィールドワーク分

野でのロボット活用に関しては、作業員の高齢化等に対して安全性と生産性の向上

の観点から施工の効率化・自動化を図るためには、従来の工法にとらわれず、ロボ

ットが得意とする工法や作業環境の確立とともに、ロボットや建設機械の運用を含む

サービスコンテンツの構築が成功の重要な鍵となる。 

● 科学-4 「進化・上達、行動・認知などの生物、社会メカニズムの解明」について、

科学技術の発展は、人間そのものに対する科学や探求によってもたらされたものも

多い。人間の行動原理の技術的再現を重要な規範として進められてきたＲＴ研究は

この分野に大きく貢献してきており、我が国が将来の発展に向け、新しい革新技術

を創造し続けるためには、この研究を一層強化する必要がある。また、人とロボット

との共生（および関わり合い）というこれまでになかった状況（および新たな科学的方

法論）によって生まれてくる課題を総合的に科学する「ロボティック・サイエンス」の確

立なども重要になってくる。この学問分野では、生物学、脳科学、心理学、社会学、

言語学、複雑系科学、創発システム論など、社会・人間と生命に関わるあらゆる学

問に、ロボットを活用した実験、および構成論的科学の方法論による新たな理解の

あり方を提供すると同時に、これらのパラダイムの焦点として、人間と生命に関する

多面的、統合的、システム的な理解を構築する学問の確立を目指すことが重要であ

る。そして、それによって初めて可能となる斬新な研究課題を発見し提起して行く必

要がある。言わば人間の壮大な能力に挑戦するロボットとそれを受け入れる人間社

会の健全な発展のためには、ロボットそのものの機能向上と言った短期的な研究開

発だけでなく、このような長期的展望に立った基本的研究との重層的取組みが重要
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である。 

● 安全-4 「災害対策」 や 安全-2 「生活の安全（労働の安全）」について、人命、

財産の保護は何者にも優先されるべき貢献課題であり、特に大規模災害への関心

が高まってきている今日では、災害に対する安心・安全のための対策としてのロボッ

ト研究開発の重要性、緊急性が一層増してきていると言える。また、人間にとって非

常に危険の大きい環境下にあって、人間の仕事を代替するロボットの開発に対する

期待も大きい。このような用途は、特に業務遂行の確実性と安全性が求められると

ともに、特殊な利用現場での活用とそのフィードバックによる実用化を経た早期社会

還元が不可欠なことから、自治体などの利用者を巻き込んで、全体の運用システム

に配慮しつつ開発目標を絞り込んだ研究開発が求められる。また、長期的には、作

業時における安全の確保の観点から、作業に伴う危険性解消のための人間協調型

ロボットが必要である。今後のロボット高度化に対してはその基礎を作るプロジェク

ト、例えば「次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト」と連携して戦略的に推進す

べきである。 

 

新たな視点等 

 

● 上記のような貢献以外にも、ロボットは一般の人々の関心も高く、動きを見て理

解し易いことから、科学教育、ものづくり教育、ロボットを題材としたコンテストや芸術

はじめ様々な文化活動など、教育、文化の振興にも大きな効果を持つ。数学、物

理、機械、電子、情報、さらには芸術コンテンツ創造まで多岐にわたる分野を総合的

に身につけることにも役立ち、人材育成の観点からも非常に有効性が高い点にも鑑

み、より多くの人が若いころからこのような研究開発に触れることのできる環境を作

ることが望まれる。また、人材育成に関しては日本国内のみならず、ロボット研究通

じた教育によるとアジア諸国等との関係強化など、国際貢献おいても役立ってきて

いる。 

● これまでロボット開発は、非常に特殊なニーズに応えるための必需品として開発

に偏ってきたが、今後、人々の新たな購買意欲によりビジネス化を目指すいわゆる

必欲品としても認知されるよう、ユニバーサルデザイン等にも配慮した研究開発アプ

ローチも重要となってくる。 

● 上記の通り、ロボット領域の研究は、日本が抱える多くの社会的問題の解決方策

としての期待と重要性の高さ、技術範囲の広さと困難性の高さなどにも鑑みて、国を

あげてのプロジェクトとして実施していくことが必要である。ロボットプロジェクトは、将

来の我々の生活の望ましいあり方を提示し、それを具体的に推進してゆくフロントラ

ンナーとしての日本の国際貢献上のドメインとして最適であり、ユーザーの視点から

の開発コンセプトの確立及びコンセプト実現に向けチーム間競争のできる研究体制

を構築して、マイルストーンを明示しつつ、長期的に取り組むことが求められる。 
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総論 ● 研究開発基盤領域については、国際的にスーパーコンピュータ開発利用の国際

競争が激化している。米国は軍事利用を中心に産業・学術利用のため、欧州は利

用技術を中心に、他、中国・インドでも認識が高まっており、複数の大規模プロジェク

トが並行して推進されている状況である。このような国際動向を注視しつつ、我が国

のスーパーコンピュータについてハードウェア及びソフトウェアの統合的・継続的な

開発とともに、その進展に密接な係わり合いを有する計算機科学・計算科学全体が

発展するような研究開発基盤に資する政策を戦略的に進めるべきである。 

● また、高度な技術を持った情報系の人々は世界的に求められており、スパコン

はその一例である。産業界の多様な要望に沿ってスパコンを活用できる高度なＩＴ人

材育成を長期的視点に立って振興する制度設計が必要である。 

 

『貢献』目標実

現に向けた留

意点 

 

● 科学-1 「学術情報基盤の整備」について、学術研究はもとより産業や安全・安

心な社会の実現に幅広く貢献するためにも国際競争力の強化に資する基盤技術と

して、その重要性は益々高まっている。米国が産官挙げて世界最高性能機開発を

打ち出すなど、スーパーコンピュータ開発の国際競争は激化している。しかし、日本

の次世代スーパーコンピュータ開発・利用プロジェクトにおいては、超並列をうまく使

いこなすためのコンパイラ・チューニングツール等の技術や、各種のシミュレーション

技術（新しいシミュレーションモデルの構築、数値計算の新しいアルゴリズムの創出

など）、具体的な応用技術の研究開発については未だ十分とはいえない。更に、全

国的な計算資源との融合による利活用をシームレスに実現するためのグリッド技術

の開発や、SINET3 等を用いた全国からの利用を容易化すること等が必要である。 

● 産業-5 「国際市場拡大・新市場創出」について、我が国の優位性を維持し、市

場シェアを確保していくためには、高機能、高性能、高付加価値な製品の開発が重

要不可欠である。ナノテクノロジー、ライフサイエンスを始めとして、ものづくり、環境・

災害予測などあらゆる分野において、シミュレーション分析・予測の精度向上が勝敗

の鍵となっており、イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤とし

て、世界最高水準のスーパーコンピュータは必須である。一方で、スーパーコンピュ

ータを産業につなげるためには、国際市場の大きさを考慮しスーパーコンピュータの

主要構成要素となる低消費電力プロセッサ技術の情報家電市場への展開などを検

討する必要があると共に、スーパーコンピュータを活用する人材の安定的輩出が必

須であり、大学の各情報基盤センターの連携による教育体制の整備やスーパーコン

ピュータの研究教育拠点形成とともに、SINET3 等を通した全国からの利用を実現す

ることが必要である。 

● 産業-6 「環境貢献による産業競争力向上」に関して、地球温暖化対策が最重要

研究開発基盤領域検討とりまとめ 
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課題として世界中で協力して取り組まれてきている中、特に情報通信先進国として

世界をリードしている我が国としては、半導体集積回路や情報通信技術の省エネ化

に貢献していくことが求められている。産業-5「国際市場拡大・新市場創出」への貢

献とも併せ、低消費電力化につながる半導体アプリケーションチップ技術は将来の

スーパーコンピュータにも必要な技術である。特に将来は、汎用マイクロプロセッサ

からの発展形だけでなく、組込み型マルチコアの発展形としてのスーパーコンピュー

タ開発という経路もあるが、それらの広い実用化には未だ多くの解決すべき課題が

あるため、我が国の低消費電力技術が他国に比べ優位である現時点で、それを着

実に解決する施策を速やかに立てることが必要である。 

● 産業-2 「情報新産業の創出」については、情報化の進展による情報資源の多

様化と爆発的拡大に対し、それを有効に活用する方策が必要である。例えば、拡大

する情報資源を活用しやすくする技術として、スーパーコンピュータを活用して膨大

で多様な情報の検索と分析をおこなう技術は、社会問題等の背景の把握・分析や、

企業による市場調査を実施する上で重要であり、その研究開発の推進が望まれる。

● 安全-4 「災害対策」 や 社会-10 「大規模シミュレーションによる環境・エネル

ギー問題等への貢献」については、環境問題、エネルギー問題、防災等をはじめと

する広範な社会問題等に対する安心・安全のための対策として、大規模地震等の

自然災害等に対する予測や、防災・減災技術等の研究開発基盤として、世界最高

水準のスーパーコンピュータは欠かせない。最近の地球規模の気候変動に伴う自

然災害の拡大や新型インフルエンザの発生など、人類未経験の事態に対抗するこ

とは待ったなしの状況である。これらへの活用に向け、現在進められている次世代

スーパーコンピュータプロジェクトと平行して多くの具体的な対策研究の計画を、他

省庁においても進めることが肝要である。特に今後の予測と災害対応等には、衛星

データ利用や実時間計算などの技術開発が必要である。また、災害対策に関して

は、最近特に国民にその必要性が認識されている地震・水害・台風などの事前対

策・被災推定・救援計画などへのスーパーコンピュータの活用を検討するとともに、

その有効性を広く国民に伝える努力を行うことが望まれる。 

 

新たな視点等 

 

● このような認識の他、今後の情報通信産業を牽引するためには、研究開発の選

択と集中を深めて成果の国際競争力を高める取組みとともに、その技術成果を様々

に展開にするための具体的方策や、そのために、計算機科学者、応用数学者、利

用者、計算科学者などの連携できる仕組みと継続的予算の配分を通じて、世界的な

競合力をもつアプリケーションソフトウェアの開発と利用を促進することが重要であ

る。 

● また、産業界におけるスーパーコンピュータの利活用を広めるには、システム開

発のみならず機密保持や知財保護といった企業固有の事情に配慮した運用のため
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の制度設計が必要である。 

● さらに、スーパーコンピューティングのインパクトを効果有らしめるためには、そ

の研究開発を継続的にすすめることが重要で、この時期は次々世代スパコンの検

討に直ぐに着手するべき時期である。その際には、環境配慮型（省エネ・省スペー

ス）システムに配慮し、技術開発項目（例えば、デバイス、方式、ソフトウェア、利用

技術、ターゲット等）とマイルストーンを明確にし、長期を見据えて早期に立ち上げる

必要のあるプロジェクトを明らかにして準備することが重要である。このような視点か

ら、産業化の責務をもつ経済産業省と科学的研究の推進に責務をもつ文部科学省

をはじめ関係府省の連携による検討準備が必要である。 
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総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合ＰＴ 情報通信ＰＴ 

領域検討メンバー 一覧 

（ 敬称略、所属･役職は検討会招聘当時 ） 

ネットワーク領域 

主  査 齊藤 忠夫 東京大学名誉教授、 

  (株)トヨタＩＴ開発センター ＣＴＯ・チーフサイエンティスト 

主査代理 青山 友紀 慶應義塾大学デジタルメディア･コンテンツ 

統合研究機構 教授 

専 門 家 浅見 徹  東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

 江崎 浩 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

 岡部 寿男 京都大学学術情報メディアセンター 教授 

 酒井 善則 東京工業大学大学院理工学研究科 教授 

 下條 真司 (独)情報通信研究機構 

  大手町ネットワーク研究統括センター センター長 

 根元 義章 東北大学 理事、大学院情報科学研究科 教授 

 松島 裕一 (独)情報通信研究機構 理事 

 山口 英 奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 教授 

 

ユビキタス領域 

主  査 齊藤 忠夫 東京大学名誉教授、 

  (株)トヨタＩＴ開発センター ＣＴＯ・チーフサイエンティスト 

主査代理 青山 友紀 慶應義塾大学デジタルメディア･コンテンツ 

統合研究機構 教授 

専 門 家   荒川 薫 明治大学理工学部 教授 

 阪田 史郎 千葉大学大学院融合科学研究科 教授 

 須藤 修 東京大学大学院情報学環 教授 

 並木 淳治 東海大学専門職大学院組込み技術研究科 教授 

 村上 輝康 (株)野村総合研究所 シニア･フェロー 

 

デバイス領域 

主  査   池上 徹彦 宇宙開発委員会委員 

主査代理   桜井 貴康 東京大学 生産技術研究所 教授 

専 門 家 荒川 泰彦 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

 小林 直人 (独)産業技術総合研究所 理事 
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 東  実 (株)東芝 執行役専務 

 伊藤 達 (株)ルネサステクノロジ 会長＆ＣＥＯ 

 小野 敏彦 富士通(株) 代表取締役副社長 

 國尾 武光 日本電気(株) 執行役員 兼 中央研究所長 

 熊谷 修 ソニー(株) 業務執行役員ＳＶＰ、先端マテリアル研究所長 

 古池 進 松下電器産業(株) 代表取締役副社長 

 近藤 克己 (株)日立製作所 日立研究所 主管研究長 

 高須 秀視 ローム(株) 取締役 ＬＳＩ統括本部長 

 船田 文明 シャープ(株) 研究開発本部 技監 

 

セキュリティ及びソフトウェア領域 

主  査 土居 範久 中央大学理工学部 教授 

 山口 英 奈良先端科学技術大学院大学情報科学研究科 教授 

主査代理 阿草 清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科 

 情報システム学専攻 教授 

専 門 家 伊東 千秋 富士通(株) 代表取締役副社長 

 大蒔 和仁 (独)産業技術総合研究所 研究コーディネータ 

 岡本 龍明 日本電信電話(株)  

  情報流通プラットフォーム研究所 岡本特別研究室長 

 尾形 仁士 三菱電機エンジニアリング(株) 取締役社長 

 笠原 博徳 早稲田大学理工学術院基幹理工学部情報理工学科 教授  

  アドバンストチップマルチプロセッサ研究所 所長 

 笠原 裕 日本電気(株) ソフトウェア事業推進ユニット支配人 

 佐々木 良一 東京電機大学未来科学部情報メディア学科 教授 

 篠本 学  (株)日立製作所 執行役副社長  

    情報･通信グループ グループ長 

 須藤 修 東京大学大学院情報学環 教授 

 鶴保 征城 (独)情報処理推進機構 

ソフトウェア･エンジニアリング･センター 所長  

 

ヒューマンインタフェース及びコンテンツ領域 

主  査 安田 浩 東京電機大学未来科学部 教授 

主査代理 相澤 清晴 東京大学情報理工学系研究科 教授 

専 門 家 伊藤 崇之 ＮＨＫ放送技術研究所 人間・情報部長 

 稲蔭 正彦 慶応義塾大学環境情報学 教授 

 榎並 和雅 (独)情報通信研究機構ユニバーサルメディア研究センター 

 研究センター長 
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 片山 博 日本電気(株) 中央研究所 支配人 

 鈴木 教洋 (株)日立製作所 中央研究所 情報システム研究センタ長 

 塚本 昌彦 神戸大学工学部 教授 

 土井 美和子 (株)東芝 研究開発センター 技監 

 徳田 英幸 慶應義塾大学環境情報学部 教授 

 所 眞理雄 ソニー(株) 業務執行役員ＳＶＰ 

 西尾 章治郎 大阪大学 理事・副学長 

 長谷 雅彦 日本電信電話(株)  

  サイバーコミュニケーション総合研究所 所長 

 廣瀬 通孝 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

 森川 博之 東京大学先端科学技術研究センター 教授 

 

ロボット領域 

主  査 佐藤 知正 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

専 門 家 池内 克史 東京大学大学院情報学環 教授 

 大道 武生 名城大学理工学部 教授 

 國吉 康夫 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

 高西 淳夫 早稲田大学理工学部 教授 

 萩田 紀博 (株)国際電気通信基礎技術研究所  

知能ロボティクス研究所 所長 

 比留川 博久 (独)産業技術総合研究所  

知能システム研究部門 副研究部門長 

 藤江 正克 早稲田大学理工学部 教授 

 松日楽 信人    (株)東芝 研究開発センター 技監 

 

研究開発基盤領域 

主  査 田中 英彦 情報セキュリティ大学院大学  

  情報セキュリティ研究科 研究科長・教授 

専 門 家 秋山 泰 東京工業大学大学院情報理工学研究科計算工学専攻 教授 

 岡崎 進 名古屋大学大学院工学研究科化学・生物工学専攻 教授 

 奥田 基 富士通(株) 科学ソリューション事業本部  

  計算科学ソリューションセンター センター長 

 笠井 憲一 (株)日立製作所 研究開発本部 本部長付 

 笠原 博徳  早稲田大学理工学術院基幹理工学部情報理工学科 教授 

  アドバンストチップマルチプロセッサ研究所 所長 

 佐藤 三久  筑波大学 計算科学研究センターセンター長・教授 

 平木 敬 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

 古井 利幸 日本電気(株) ＩＴプラットフォームビジネスユニット 

支配人 
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8月 9月 10月

平成20年平成19年

12月 1月 2月11月

各領域検討とりまとめ過程

7月3月 4月 5月 6月

情報通信ＰＴ
（第５回）

平成19年12月19日

ネットワーク

ユビキタス

デバイス

ソフトウェア
セキュリティ

ＨＩ＆コンテンツ

ロボット

研究開発基盤

情報通信ＰＴ
（第６回）

平成20年4月11日

領域検討会での
具体的検討事項等

確　認

情報通
信ＰＴ
意見

情報通信ＰＴ
（第７回）

平成20年6月24日

情
報
通
信
分
野
の
各
技
術
領
域

決定

第１回
検討会

1月10日/18日

＜民間含むメンバー＞
・検討会趣旨説明
・関係府省ヒアリング

第２回
検討会

4月3日

＜民間含むメンバー＞
・今後の領域に関する
  議論

第３回
検討会
5月22日

意見集約

第１回
検討会

3月3日

第１回
検討会

3月3日

第２回
検討会
3月28日

意見集約

・検討会趣旨説明
・関係府省ヒアリング

第２回
検討会
5月23日

第１回
検討会
1月17日

第１回
検討会
1月21日

＜ソフトウェア＞
・検討会趣旨説明
・関係府省ヒアリング

＜セキュリティ＞
・検討会趣旨説明
・領域の現状について

第２回
検討会
6月16日

＜ソフトウェア＞
＜セキュリティ＞
・領域の取りまとめ方針

第１回
検討会
1月28日

第２回
検討会

6月3日

第１回
検討会
3月14日

第２回
検討会

6月4日

第１回
検討会
1月17日

第２回
検討会
5月16日

・検討会趣旨説明
・領域の現状について

・検討会趣旨説明
・領域の現状
・今後の展開

・検討会趣旨説明
・関係府省ヒアリング

一次案

一次案

一次案

意見集約

最終案

一次案

意見集約

一次案

一次案

一次案

ＰＴ意見反映

最終案

最終案

意見集約

意見集約

最終案

最終案

意見再集約

最終案

最終案

一次案
報告

最終案
報告

各
領
域
検
討
と
り
ま
と
め

平
成
　
年
度
以
降
の
概
算
要
求

、
第
３
期
中
間
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
等
へ
反
映

２１

・今後の領域
  に関する議論

・今後の領域に
  関する議論

合同開催

＜民間以外のメンバーのみ＞
・最終とりまとめ等に
  関する議論

・領域検討会の
  取りまとめ最終案

・検討会趣旨説明
・領域の現状と
  貢献の将来像 等

・領域検討とりまとめ
  （最終案）

・領域検討とりまとめ
  （最終案）

ＰＴ意見反映

ＰＴ意見反映

ＰＴ意見反映

ＰＴ意見反映

ＰＴ意見反映

ＰＴ意見反映

意見集約
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